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１.はじめに 

交通需要予測の際の基礎データを得るためにアンケート

方式の調査を実施することが一般的である.しかしアンケ

ート調査は回答者の主観データを得る調査であるため,デ

ータには必然的に無回答に伴う欠損データが存在し,その

結果バイアスが生じる危険性がある.この問題の対策とし

て,筆者らは統計的手法であるＥＭアルゴリズム 1)を用いて

無回答バイアスの修正に関する研究を行ってきたが,複数

変数欠損を伴う高欠損率データに対しては,十分な修正効

果を得ることができなかった(表１)2). ここで無回答バイア

スとは回答が欠損することによって観測される交通行動や

行動と要因との因果関係が歪むことをいう. 

一方,近年交通計画分野においても GIS の普及が著しく,

各種デジタル情報の開発整備が進みつつある.このGISを用

いることによって,一定の範囲内であるが個人の移動毎に

交通サービス水準に関する客観値を得ることが可能となる
3). 

そこで本研究では,アンケート主観データの欠損部分を

GIS から求まる客観値で補填する.その際に統計的手法であ

るＥＭアルゴリズムを適用し,高欠損率データに含まれる

無回答バイアスを除去することを目的とする. 

 

２．高欠損率データに GIS を用いた場合の修正効果の分析 

(1)分析データの作成 

基本データは,本研究室が1994 年の 11月と1997年の11

月に行った第１回,第２回新交通システム(通称:アストラ

ムライン)に関する事後 RP 調査のデータである. 

このデータを基に,一部データを欠損させた仮想データ

を作成した.アンケート回答値であるので以下,主観値と呼

ぶ.本分析は新交通システムと自動車に着目して行うため,

主要交通手段が新交通システムで代替交通手段が自動車,

もしくは主要交通手段が自動車で代替交通手段が新交通シ

ステムのサンプルのみを抽出する.そのサンプルの中から,

自動車の乗車時間,新交通システムの乗車時間,新交通シス

テムへのアクセス時間の計３項目全てに答えているサンプ

ルを抽出した.これを完全データと呼ぶ. 

次にGISを用いた最短経路解析によって,自動車の乗車時

表１ データの各状況別における無回答バイアスの対処方法 

表２ 分析データの概要 

間,新交通システムの乗車時間,新交通システムへのアクセ

ス時間それぞれの客観値を算出した.ネットワークは本研

究室が構築した広島都市圏ネットワークを使用した. 

以上のように作成されたデータの概要を,表１に示す. 

 

(2)分析方法 

図１を用いて分析方法を簡単に説明する.欠損の存在す

る主観値データの４変数に３変数の客観値データを加え,

計７変数の１つのデータセットと考えＥＭアルゴリズムに

よる修正を行う.主観値と変数間相関の強い客観値を加え

ることによって,主観値のみを用いた修正に比べて補完精

度が格段に格段に改善されることが期待できる. 
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図１ 分析の概念図 

データ 
欠損データ 



(3)分析結果 

①交通サービス変数の分布母数に含まれるバイアスの修正結果 

主要交通手段が自動車,すなわち代替交通手段である新

交通システムに関する主観値データ(新交通乗車時間と新

交通アクセス時間)を欠損させた. 

図２に欠損率を 10%～80%の範囲で８段階に変えながら修

正前のバイアスを含む平均値,主観値データのみを用いて

ＥＭアルゴリズムにより修正した後の平均値,主観値デー

タに客観値を加えたデータを用いてＥＭアルゴリズムによ

り修正した後の平均値を比較した結果を示す. 

修正結果(主観値のみ)と修正結果(主観値+客観値)を比

較した場合,後者の方が修正効果が大きいことが明らかで

ある.これは修正に用いることのできる変数が４から７に

増えることによる.特に,欠損率が大きくなるにつれて改善

率の差が大きくなることから,客観値を加えることによる

修正効果が高欠損率データにおいて大きいことを確認する

ことができた. 

標準偏差の分析においても同様の修正効果を得た. 

 

②モデルパラメータに含まれるバイアスの修正結果 

分析に用いるモデルは２項選択非集計ロジット型であり,

式(1)に示すような２つの変数からなる線形効用関数V を

もつものとする.なお, nは個人, iは選択肢を表す. 

Vin=βt timein+βa accessin 
図３は,上述の欠損パターンでの欠損率とβtの修正効果

の推移を示したものである.図３を見ると,欠損値の補完を

行わない欠損データのパラメータ値が欠損率の違いによっ

て大きく変動しているのが分かる.各欠損率に応じて需要

が過大にも過小にも評価されるようでは実用的でない. 

一方,主観値データのみを用いたＥＭアルゴリズムによ

る修正効果と,それに客観値を加えたデータを用いたＥＭ

アルゴリズムによる修正効果を比較すると,どちらも過小

評価ではあるが,後者の方が前者に比べて格段に修正され

ているのが分かる.その修正効果は高欠損率になるほど大

きくなっている. 

次に図４にパラメータβtの標準誤差の修正効果の推移

を示す.図を見ると分かるように,欠損率に乗じて欠損デー

タにおけるβt の標準誤差は大きくなる.ＥＭアルゴリズム

を用いて修正を施すことによって,完全データに近いパラ

メータ推定値の有効性を得ることができることが明らかと

なった.これに対して主観値データのみを用いた場合とそ

れに客観値を加えたデータを用いた場合の修正効果に大き

な差を見ることはできなかった. 

 

３．おわりに 

本研究では高欠損率データにおける無回答バイアスの修

正方法を提案した.分析結果より,高欠損率データに GIS か

ら求まる客観値を加えＥＭアルゴリズムを用いることによ

って,データの分布母数及びモデルパラメータの普遍性を

高めることができることが明らかになった. 
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図３ 欠損率とパラメータの修正効果の推移 

図４ パラメータの標準誤差の推移 
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